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中国における立法政策

一一中国会社法における株主の誠実義務を中心 に一一

村治規行

第l はじめに

l 支配株主の誠実義務論

支配株主は、その支配的地位を利用し、株主総会での議決権行使および

取締役などに対し事実上の影響力を行使することにより、少数派株主の犠

牲において自己または第三者の利益を図る司能性がある。わが国では、支

配株主のこのような行為を防ぐべく、支配株主に対し誠笑義務を諜すべき

とする見解、すなわち、支配株主の権利行使 (事実上の影響力の行使を含

む)の際の行動基準または限界を回し、諸問題の解決を図ろうとする見解

が一部で論じられた*問。 しかし、 ① 社団法理との|刻係および ② 有限

責任原則との抵触といった株式会長I:flilJ度の根本と関わる問題点、 ③ 一般

条項であることによる要件の不明磁性などの課題を残していたため旬、少

数説にとどまった。

*1 わが国では、過去、 ドイツの議論を参考に支配株主が一種のやj-lljJi義務として

会社および、他の株主に対しこの誠笑義務を負う、とする見j解fJI(が詰論命じられた (別

府三郎 『大j帯粉株F併株l伝t三三王仁権力のt!糾抑tl叩Ilil;い;1川l

*吃2 I出i品i口正義 「川4株1牢t主の誠笑義1務方Jr附4科株1止ミ主村柏'1(1法去型迎辺1[の展!閲1井羽削;目吋jリJ31頁ヨ主[ (文Z兵1当堂t-19叩91υ)。誠
実義務を論じる見解にあっては、株主の権利の本質は何か、といった点が大き

く取り上げられてきた。

*3 江]i.H恋i台自1Ir結合企業法の立法と解釈J21頁 (有斐閣・ 1995)。

(自包法 -18) 50-4_ 433 (2263) 
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2 中国における誠実義務理論の導入とその背景

他方で、中国に目を転じると、 2003年に改正された会社法 (1公司法J)

では、「株主の会社に対する義務」および「他の株主に対する義務J(中国

会社法20条 1項・ 2項)、ならびに、支配株主等がその関連関係叫を利用

して会社に対し損害を与えた場合の賠償責任(同法21条)が定められてい

る 。 これらの定めは、 1993年に ~I:I 国初の会社法が制定率5 さ れた後に、支配

株主たる固有株株主。以下、本稿では「国家株主」という諾を用いる旬。)

の権利濫用の問題が認識され、地方性法規 ・暫定法規の制定による実験を

重ねた結果、定められたものである。

ただ、このような規定を定めるにあたっては、わが国と同じく、先の理

論的な問題点に直面することとなる。特に、中匡lにおける株式会社は、固

有企業を母体とする大規模かつ上場会社で、あって、株式会社の理念型によ

り近く、理論的問題はより明確に現れるはずである。

にもかかわらず、会社及び仙の株主に対する支配株主の義務をなぜ明文

化しなければならなかったのか、また、それを可能にしたのはなぜか。以

*4 関連関係を利用した取引を関連取引という。関連取引とは、資本関係で結ば

れた同一の企業集団内における中心的企業 (1核心企止J)(支配的な親会社)
とその子会社 (孫会社も含む)、又は子会社と子会社の聞で、行われる取引であ

る。

キ51970年代後半の改革開放政策の1m始とともに進められてきたた企業改革(と
りわけ、国有企業改革)の一環である。仁1"医lでは、改革開放以降、急ピッチで

法制度の盤備が進められたが、立法にあたっては、 EI本やドイツなどを含む諸

外国の法flilJ肢を参照している。

*6 上場株式会社の株式は、保有主体の属性により、|主i家事~ (政府が直接保有)、

法人株(法人が保有)、流通株(市場で・流通)に分けられ、法人株のうち、固

有企業が保有する株式は匡l有法人株と呼ばれる。 国家事~および固有法人株を併

せて国有株と呼ばれる。今井健一 「中国|主l有企業の所有制度再編一一ー大企業民
営化への途一一」来社54巻3号46頁 (2003)および、上海証券交易所研究中心-

上海i正券交易所研究中心 r"l"I王|公司治ml扱告 (2006)悶有控)J止上市公司治理J
27頁 w旦大学出版社・ 2006)。本稿では、 一般的理f符の観点から、上記固有
株の株主を「国家株主」と称する。

(能法 18)50-4. 434 (2264) 
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Fでは、その立法背景を分析する。

そして、この分析を通じて、中国の立法政策を分析する|努に必要な視点

を明らかにすることを試みる。

第2 中国会社法における支配株主の権利規律規定

1 2005年改正会社法における規定

2005年に改正された中国会社法 (1公司法J)(2005年10月27日改正。以

下、 12005年会社法Jという。)*720条 l項は「会社の株主は怯-律、行政法

規および定款を遵守し、法に基づき株主としての権利を行使しなければな

らず、 これを慌用し会社またはその他の株主の利益に対し損害を生 じさせ

てはならない..'oJ、同条 2JJI は 「会社の株主は、株主~在を蹴用 し、 会社ま

たはその他の株主に対し損失を生じさせたとき、法に基づき賠償・責任を負

わなければならない。」としている。また、同法21条 l項は「会社の支配

株主、実際の支配者、董事、fif司王旬、高級管理者は、その関連関係を利用

して会社の利援に損害を与えてはならない。J、同条2項では「前項に違反

し、 会社に対し損失を生じさせたと きは、これを賠償する責任を負う。」

と規定している。

その後、 2013年には会社法の改正がなされているが、上記各条項に閲し

ての改正は含まれていない。

*7 I~" 閉会主| 法は、 わが国を含めた祁外国の会担 1去を参照しつつ立法がなされて

いる。1993年の会社法制定に|祭し、 'i'i主|の会社法立法者は、会社法lIilll立の国|際

市場との共通性なとを内容とする規範的会社制度の確立を同指していた。王保

樹 11:1"国会社法のlIiiJ定と会社i11併上のWIj'，~!:，~ J *11タ857号'3Uヨ(1994)。また、
依歪杯 ri.J1匝|上jli公司控iliiJ叙法律l'IIIJ題研究紋陥与改良J31頁 (法律/:1:¥版社・
2007)も参照。
*8 中国会社法における盗事、盗事長、経理および監事については、それぞれ、

取締役、 代表取締役、総経JlU(または支配人)およびW;;.交役と訳すものが多い

が、本和では原市iに従い記載する。

(拠法.L8) 50-11. '135 (2265) 
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2 会社法の誠実義務制定の経緯吟

中国においては、実務上未経験の法制度については、原則のみ規定し詳

細な部分については実務の経験を総括して検討したうえで、行政法規など

の法令で補うまたは改正を行うという、中国の立法慣行が存する*100 こ

のような中国の特殊事情に照らし、従来の立法経緯をみておくことは立法

背景の理解に資するものと考えられる。このような観点から、従来の関連

立法の内容を概観する。

(1) 中国では、 1993::<1三に会社法が施行された (1993年12月29日制定、同

日公布、 1994年7月1日施行。以下、 11993年会社法」という。)。

その後、株主の支配的地位の1監用に関連して論じられたのは、 ①

親子会社関係および述結財務会計、並びに法人絡蹴用の責任および法

人格否認論の要件などに|共lし詳細な規定を設けるべく会社法改正の必

要性を強く訴える説や、②株主有限責任の原則の酷用(主に企業集

団のなかの支配関係における有限責任原則の被用)を防止し、かかる

有限責任原則を完全なものにするための会社法改正を主張する説で

あった*11。

支配株主の誠実義務を実際に定めたものと しては、 「上場会社定款

*9 各界のfi:見などが記載されている文献として、珠湾編 『新公司法修訂研究披

告上加J(中国法制出版社・ 2005) および:.~旭志編 『新公司法制度波ii-J (法
律出版社 ・2006)など。

キ10 立法にあたり、実験的な性質をもっ智行 ・試行法の施行、法律草案の末端機

椛へのやl談、草案に関する12見.}ifi義の徴求等といった方法がとられるため、

立法経緋を検討する重要性はより高い。季術束「法律施行の法反省メカニズ

ム j 民 ftJîl 01巻 2 号48、 49頁 (1989) およびi~fi可雅孝「中国会社法の社会主義

性 (3 ) J産法32巻 l号43頁(1998)。また、翻l小平の経済運営方法についても、
中兼和i半次 『経済発展と体制l移行 シリーズ現代中l主|経済1J 144、145頁(名
古屋大学出版会・ 2002)を参照。
*11 王保樹「中国会主1:法のtlilJ定と会社運営上のf1(X1:点J:j:IIタ857号45頁(1994)、
王作全「中国会社立法の展|井!と機関に関する日本法からの示唆J中京32巻 l号
213頁(1997)および隊魁「対公司相互持股及美朕交易遊行妨ltlill的iTIII度逃捧J
珠湾編 『新公司法修iT研究扱告上加J(1:1'国法制出版社 ・2005)238頁。

(飽法 18)50-4. 436 (2266) 
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の手引 (1上市公司章程指引J)J (1997年12月16日公布)および「海外

上場会社の定款における必須条項 (1到境外上市公司章程必各条款J)J

(1994年9月29日公布)が挙げられる。前者においては、支配株主の

概念 (41条)*12および支配株主の義務 (40条)*13を定めていた。後者

においては、 支配株主の概念については前者と同様の規定を置き (48

条)、支配株主の義務については議決権行使を中心に具体化規定を置

いた (47条)*1'1。 しかし、これらの規定は、 議決権行使の場面に限定

し事実上の影響力の行使の場而を含んでお らず、誠実義務違反に伴う

責任についても定めていなかった明。

その後、中国証券監督管理委員会において作成され、その後正式に

キ12 上場会社定款規定41条l項は、「支配株主」につき、単独または他の株主と

共同して①監事会の半数以上の輩司王を選任できる場合、②会社の議決権の

30パーセン ト以上を行使でき、または会社の議決椛の30パーセント以上の議決

権行使を支配できる場合、 ① 会社の発行済株式の30パーセ ント以上を有する

場合、④ その他の方法により事実上会社を支配できる場合のいずれかとして

いた。

*13 上場会主1:定款規定40条は、「会社の支配株主が議決維を行使する場合、会社

およびその他の株主の法律上の権利および利益を侵害する決議をしてはならな

い。」としていた。

*14 r海外上場会社の定款における必須条項J47条は、「法律、行政法規または株
式上場先の証券取引所上場規定の定める義務を|徐き、支配株主はその株主とし

ての椛力を行使するとき、その議決権の行使により下記の事項に|刻し、 総株主

または一日11の株主の利益を害する決議をしてはならない。(1)珪事、監事が、

誠実に会社の最大の利援をその出発点とすべき業務執行責任について、これを

免除すること 。 (2) 盗事、 !1:l~ ~J~が、 (g， 己または他人の利援のため)会社にと っ

ての右利な機会を含め (ただし、これに限られない)、会社の財産を奪ういか

なる行為についても、これを許可すること 。 ( 3 ) 訟功 、 !I:~tf. ~ri が、 (自 己または他

人の利益のため)利益配当請求権、議決権を含め(ただし、これに|浪られな

い)、その他株主伯l人の権利利益を奪うことを認めること。ただし、会社の定

款に恭づき株主総会に提議され決議された会社の組織変更はこれを含まない。」

としていた。

キ15 劉志強「寸'1主|における外資持株会干jの法規flilJとその問題点JI籍法33巻4号
(2001) 96-98頁。

(地法 18)50-4. 437 (2267) 
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公布された「上場会社企業統治原則 (i上市公司治理准則J)J(2002年

1月71:1公布) は、 支配株主の上場会社およびその他の株主に対する

誠実義務 (i減信文努J)を明定した (19条「支配株主は、上場会社お

よびその他の株主に対 し誠実義務を負う。支配株主は、支配する上場

会社に対し、法律の規定に厳格に従い出資者としての権利を行使しな

ければならず、資産再編などの方法により、上場会社およびその他の

株主の法律上の利益に対し損害を与えではならず、その特別の地位を

利用し株主としての利益以外の利益の獲得を図ってはならない。J)。

また、 少数派株主の保護の観点からの規定として、株主の平等な地位

の確保(2条)、株主の損害賠償訴訟提起請求権 (4条)、累和投票制

度の導入 (31条)が定められたホ160 これらからは、国家株主の支配

的地位の結果生じた少数派株主の利益侵害および上場会社の独立性の

喪失などの問題が政策的に重要であったことを窺い知ることができ

る本17
0 

*16 また、支配株主と上場会相との聞の資産 -会苦!などの5gl立性に|刻する規定

(24条-25条)も置かれた。他方で、 l刻述取引に |却する規定もiuかれた
(12-14条。13条第2文および第 3文 11期連取引は商業上の原則に従わねばな
らず、関連取引に関する価格は、 j京 1~ IJ として市場における独立の第三者との 11 \j

における自lIi格または費用の基準から隔たりがあってはならない。会社は関連取

引の価格算定板拠について充分に開示しなければならない。J、14条 「上場会社
の資産は会社の所有にE号する。上場会社は、株主および関連者が各種の方法に
より会社の資金、 資産およびその他経営資源を占用または移転させることを防

止する有効な措置を講じなければならない。上場会社は、株主およびその他の

関連単位のために経済上の担保を提供しではならない。 J ) 。 その他、遊亭 ・ ~1if_

事の人事や業務意思決定についての規定 (20~長 -21条。 55条も参照。)、競業i!lî

止義務 (27粂)も定められた。

*17 周剣飽 i':I=r国型コーポレート ・カツミナンスの動向J-r上場会社のコーポレー
ト・ガパナンスの原田IJJを中心に-[仁JJ1祭商30巻 5号654頁以下 (2002)、
王原生 irl=r図における 七場会社のガパナンス原員IJJiifi事1630号38頁以下
(2002)、王j京生「コーポレー トガパナンスをめぐる中国の最新立法とその検

討一一日本法との比較の視点から一一J比較法雑誌36巻2号73頁以下 (2002)、
川井や11- r'l' 図上場企業一一一内部者支配のガバナンスJ211-214T'[ (創土ノ

(能法 '18)50-'1. 438 (2268) 



， I~' 国 における立法政策

その他、支配株主の誠実義務を定めるものとしては、「上場会社買

収・合併管理弁法 (i上市公司牧胸管理か法J)J(2002年 9月28日公

布)8条 l項なども挙げることができるホ180

さらに、 2002年12月には、最高人民法院高IJ院長により、支配株主ま

たは高級管理者が会社の利益を不当に侵害する行為に閲し、株主が提

起する訴訟を受理すべき旨の「講話Jも発表されるなどしていた明。

このような経緯からは、支配株主の権利行使の規律に重点を置きつ

つ少数派株主の権利保護の観点から法整備が試みられてきたことが分

かる。

そして、 2005年会社法において、株主が権利ìllH~行為を行 っ た場合

の会社またはその他の株主に対する責任(同法20条lJY!・2項)、支

配株主等がその関連関係を利用して会社に対し損害を与えた場合の責

任 (同法21条)をそれぞれ定めるに至ったのである*200

その後、 2013年には会社法の改正がなされているが、上記各条項に

関しての改正は含まれていない。また、近年の議論の"1"心は、株主の

対債権者責任を論じるものが多 く*21、支配株主の誠実義務に関する

、主l:・ 2003) 、王丹 1 11引分公司t~ lIiIJIIVj， "iJiH言Jゆ "考刻字一一域外公司法的改革

1え其対 仁1] 国公司法的)j:~ 1I向」 王保利編 I全球~~t.4ß1 体制下的公司法改1(i-21 1止 さ己

商法i1?;t云一一J306頁(社会科学文献w版社 2003)および今井他ーほか I企
業の成長と金融制度 シリーズ現代中国経済4J 141頁(名717屋大学出版会 -
2006)など参照。

キ18 王丹 111生紛公司控iIJIJ股末 “減信J足努 考緋一一坑外公司法的改革1えJ't;N"I]国
公司法的影11向j王保桝編 『全球党争体illlJ下的公司法改革一一21"1止妃商法捻

士云一一一J306頁(社会科学文献LH版キ1:• 2003)。

*19 馬太広 1':1]固における取締役の'i':l任追及」神戸53巻 3号185、186H (2003)。

*20 越旭奈編 『新公司法ililj度技i.-I'J194-196、202、421、422頁(法事Inl¥1仮社・
2006)、江平ほか編 『最新公司法条文粍5(J106頁以下 (人民法|涜/:1¥版社 ・
2006)およびtl培忠 『企此与公司法学j246-248頁 (北京大学:/1'，版社・第 5

版.2007)も参照。

*21 2013年改正により、最低資本金ilillJ支が廃止された。このことに|共J:illiして、株

式有限責任の原則のi監nJと会社債権者保設との衡平をいかに反|るか (20051Fノ

(百ti法 。18)50-4. 439 (2269) 
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議論の様化はみられない。

第3 中国における支配株主の誠実義務の立法背景

上記規定を設けるにあたっては、理論的問題点との衝突を生じざるを得

ない。にもかかわらず、中国会社法が支配株主の誠実義務を定めたのは、

以下に述べるとおり、これを明文化すべき必要が生じていたことが挙げら

れる。

l 支配株主の誠実義務の明文化の実際の必要性

支配株主の誠実義務を明文化したのは、 (1)元固有企業等の大規模企業

について国家の政策的意向を反映するため国家株主の支配的地位を維持す

る必要があったこと、その一方で、、 (2)関連取引の弊害を除去する こと、

(3)増加する少数一般株王を保護する必要があったことにあると推察され

る。

(1) 国家の政策的意向を反映する必要性一一国家株主の支配的地位の維持

中国では、株式会社(とりわけ上場会社)では、固有企業改革本22切の

、会社法20粂l項及び3J11i参照)が談論の'"1"心となっているようである。
*22 この改革の目的は、 ①「政企分離J(行政と企業との分出10を促進し効率的
運営を築現しつつ 、 ② 公平~1Iìリ原則を維持することにあった。 中国の1993年会

社法も、企業の所有権と「経営管理機」の分離(ひいては政企分離)の実現を

図ると|司H守に、医|家が株主としての支配的地位を維持し、両日(19を同11寺に達成

しようとするものであった (1公有f!iIJを主とするJ1株式制」を採用した)。し
かし、このことは矛盾を抱えている。すなわち、国家が従来の図有企業を管理rr

するのと同様に、支配株主としての地位を利用し経営に介入したのでは、政企

分離 - 経営の効率化の笑現は困難lーである 。 張江 I~I:' 匡1 1会社法Jの正式公布J
際商22巻5号 (1994)502頁、凶村山争裕ほか 1l:J"国会社法における国家所有権
の意義(下)一一対中投資リスク回避の一助に一一J]CAジャーナル1995年
5月号 (1995)21頁以下、故郷ほか Irl'国会社法の制定一ーその背景、制定過
程、主な内容、および若干の問題について一一J名法159号230頁 (1995)、許
許証珠 r':I'医|固有企業改革の戦略的転換J173頁(晃洋書房 ・1999)、王f呆樹ノ

("II1止法 18) 50-4. 440 (2270) 
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なかで固有企業の改組を経て成立したこと明、政策上「公有制 を主とす

、「経営集中の型li念かililJ衡の理II念か Ij'国のコーポレート・ガパナンスの課題J
法l時73巻8号88頁 (2001)、Jt't建新 11:1"1主|国有企業の株式会社化一一経済体制
転換と企業11jlJJ変改革一一(三)J!fTIH87号312頁 (2001)、川井伸一 『中国上場
企業一一内部者支配のガパナンスJ218頁(創土社 ・2003)、ヰ芸家明「中国の企

業法f!iIJとコーポレート・ガバナンス」森淳二郎編 rmアジアのコーポレー ト・
ガバナンスー-1:1-1医|・ 韓国 ・日本における現状と課題J27頁(九州大学出版
会 ・ 2005) および今~I:他ーほか f企業の成長と金融11， IJ皮 シリーズ現ftl:l"医l経

済4J 33、35、45-48、71頁(名古屋大学1.1:¥版会 ・2006)など参照。また、公

有fljlJ経済安索が株主総会を直接的に支配することで蛍司i会、政査役会および経

理!などを間接的に支配するという形態の公有HiIJ支配が成立しているという評価

もなされている。原田正信「中国におけるi株式会社の公有制経済要素による支

配J産法29巻 2号170頁 (1995)。
*23 固有企業改革の内谷については、成主[新 11:1:1図の企業制度改革に関する一考
察一一国有資産の授線経営及び国有企業の集団化における持株会社の動向

(一 )J 名法166号 191 1'1以下(1996) 、 j友建新 II~" 図の企業ililJ 度改革に!刻する一

考察一一ー固有資産の授権経営及び固有企業の集団化における持株会社の動向

(二)J !fl法168号151頁以下 (1997)、志村治美ほか rl:I:11司会社法入門J(22頁以
下日本経済新聞社 ・1998)、!友建新 11:1"医l図有企業の株式会担化一一経済体fljlJ
転換と企業制度改革一一 (1 ) J名法184号 (2000)71頁以下、成建新 「中国国

有企業の株式会主1:化一一経済体的IJ転換と企業制度改革一一 (二)J名法185号

197頁以下 (2000) 、佐々木信j彩 1~1"1主!経消/21 由紀への課題J 佐々木編 ・ 前掲

注 (93)11頁以下、高橋公忠 Irl:1図のコーポレート ・ガパナンスの背景」法I侍

73巻9号77頁以下 (2001)、李繁明 11j'匡|企業社会改革の現状について」法l時

73巻8号73頁 (2001)、今井健一 111'1主! 国有企業の所手~HiIJ J'[再編一一大企業民

営化への途一一」束社54巻3号37頁以下 (2003)、張徳綜 II:IJ国国有企業改革

のプロセスと今後の動向j森淳二郎編 rmアジアのコーポレート ・ガバナン
ス一一中医1.線医1. LI本における現状と謀Jm- J(九州大学出版会・ 2005)

47頁以下および今井健ーほか 『企業の成長と金剛111，IJ皮 シリーズ現代1:1:1国経済
4J 433頁以下(名古屋大学/J:¥I阪会 ・2006)など参W¥o1主l有企業の中国囲内上
場会社への改組手続の具体的内容については、 ]R~新「中国の企業制度改革に

附する一考察一一国有資産の授i院経営放び固有企業の集団化における持株会社

の動向(二)J名法168号209頁以下 (1997)、上場政策の推移、上場基準等につ

いては、 川井仰- rrl"医|上場企業一一一内部者支配のガパナンスj32頁以下(創
二|二社・ 2003)が詳しい。

*24 Ji'iJ剣i]u1r.IJI主l固有企業の改造と法一一中華人民共和国会社法を評する一一」

判タ840号50頁 (1994)、経切j之 11:1-'悶公司法の制定およびその体系上の4守色」
名城45巻 1号22頁以下 (1995)、国谷刻151:1中国会社法と 企業立法の新展ノ

(百ilii18) 50-4. 441 (2271) 



論説

る」原則*25 (以下、「公有iI河原則」という。)維持の方針が採られたこ

と切から、国家株主の支配的地位を維持する必要があった*270 このよう

な必要から、資本多数決原理および政府 ・党組織を背景として事実上の影

響力を国家株主が保持していた明。

ア このような必要性を反映し、会社法上、国家株主の支配の強化に

つながる規定が以下のとおり存在していた。なお、本項では、 1993

年会社法の条文を旧・・・条、 2005年会社法の条文を新・・・条、新・・・条対

比として示す。

¥開j奥島孝康教授逃暦記念 『比較会社法研究 第一巻J655頁(成文堂・ 1999)、
韓l焼~I， r中国会社法の改正に関するi政近の動向と諜題J1捺繭30巻4号485頁
(2002)、川井伸一 『中国上場企業一一一内部者支配のガパナンスJ32頁(創土
社 ・2003)および今井健ーほか 『企業の成長と金融制度 シリーズ現代中国経

済4J 33、49、51、52、67-70頁(名古屋大学出版会・ 2006)。なお、株式会
社の設立において発起人が固有企業であれば重視され、非固有企業の株主、と

くに私営企業 ・外国投資家 ・自然人が発起人として会社を設立するときは制

限 ・ 排他される等という状況があった。 W1\I脆~I' r中国会社法の改正に関する最
近の動向と課題」際商30巻4号485頁 (2002)。

*25 公有tlilJに属する機関 ・企業の保有する株式が、株式総数の過半数を占めなけ

ればならないという原則。

*26 田中信行「中国会社法の隠れた問題点」ジュリ 1174号62頁 (2000)、政歪
杯 ・前掲注 (86)31、41頁および上海旺券交易所研究中心 『中国公司治理li披告

(2006)医|有控J1主上市公司治理J 1 頁(~旦大学出版社 ・ 2006) 。

キ27 川井{Ijt- r中医l上場企業一一内部者支配のガパナンスJ28頁 (倉Ij土社・
2003)および今井健ーほか 『企業の成長と金融制度 シリ ーズ現代中国経済

4 J 25頁 (名古屋大学出版会 ・2006)。
キ28 王原生「コーポレート・ガパナンスを巡る中国の最新立法とその検討一一日

本法との比較の視点から一一」比較法雑誌36巻2号75頁 (2002)、石原享一
r l~J 国型市場経済と政府の役割」中兼平n ì半次編 『現代 I~:I 国の構造変動 2 経

済一一構造改革と市場化J66頁 (東京大学/:11版会 .2000)および李毒言明「中国
の企業法IIIIJとコーポレート ・ガバナンス」森淳二郎編 rw:アジアのコーポレー
ト・ガパナンス一一中国 ・韓国 ・日本における現状と課題J27頁(九州大学出
版会・ 2005)。整事報酬への政府関与について、川升{ill- r ~I:1 図上場企業一一

内部者支配のガパナンスJ247、248頁(tilj土社・ 2003)および径麗艶「中国会
社法における取締役会のコントロール機能 (二 ・完)J法雑51巻2号257頁

(2004)。

(龍法 18)50-4. 442 (2272) 
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① 本来、会社の法人性 を前提にすれば、機関が責任を負う対象は

会社であるはずであるのに反し、董事会が株主総会に対 して責任

を負う(I日112条 2項(新109条 4項、 47条対比))切。

② 董事長に会社経営の権利が集中 している。

董事長は代表権を有しつつ (旧113条 2項 (新13条))、董事会

(ひいては経理)に対し業務執行の監督を行う者であった (I日114

条 l項 2号(新110条 2項対比)および|日119条 l項本文 (新114

条 l項・ 2項、50条対比))。 これにより 、国家株主は、国家利益

を代表する者を輩事長として派遣し、その監督を通 じて会社に対

する支配権を確保することができる切。実際の運用面では、経

理と輩事長の兼任が多く 見られた*3l*320

③ 監事 についても、株主代表の監事については、資本多数決原理

のもと支配株主の意思により、株主総会で選任される(I日103条

3号 (新100条、38条 2号対比))。 また、 監事の権限は業務の違

本29 酒巻俊雌ほか 1<J¥H談)':1"国会社法の制定と諸I::JJ選J'1リタ857号13頁[酒巻発
言]および19頁[酒巻発言](1997)0 1993年会社法112条の規定については、

品田公明 1'-¥"医|会社法の業務執行機関に|期する諸19'JJ.ll'iJ法H寺73巻 9号84頁
(2001)も参照。

*30 ，¥品目公明 「中国会社法の業務執行機関に関する諸問題J85、86頁法|時73巻9
号 (2001)。自国棟 1':1"1主|会社法上の敗査制度」判タ857号57頁 (1994)では、

図家利益を代表する者を会社に送り込んで珪事長に就任させることで国家の会

社に対する支配を確保すると同H寺に、経営の知識 -経験を有する者を経理とし

会社経営を委ねるが、 その!ii主視を輩事長に行わせる、という意図があったので

はないか、と評されている。

*31 1993年会社法においては、法文上、輩事長が対外的業務としての代表の権限

を有し、経理が内部的業務を行う柿 |浪を有することとされ、区別されていた

(1993年会社法113条2lJiおよび119条対比)。

キ32 1998年に発表された統計分析 (サンプル・ 530社)で、 実に253社にのぼる企

業が、経迎!と盗事長を閃一人物が兼任していた。更に、社長と輩事長の両職の

分出IU支が高ければ高いほど国家株の比率は少なく、 両峨の合致度が高ければ高

いほど図家事1<の比率は大きい。許#uEl、 w"¥，，国国有企業改革のi淡111告的転換j152 
頁(晃i$i!:房.1999)。

(ift日i:1，'18) 50-4. 443 (2273) 
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法性監査に限られると解される (11:1126条 l項2号(新119条、 54

条 2号対比))。

④ 監事会の有する是正請求権(旧126条 l項3号(新119条、 54条

3号対比))は、これを実効化する董事または経理に対する提訴

権についての明文規定がなく(なお、新119条、 54条 6号対比)、

最終的には国家株主が支配する株主総会、または、匡l家株主の意

向を反映する董事会に頼らざるを得なかった$330

⑤ 中国特有の規定と して、 党組織(委員会など)は、会社法上の

機関と並んでキ34 、経営の意思決定および~~ 71~去において重要な役

割を果たすことが期待されている (旧17条「会社における中国共

産党基層組織の活動は、中国共産党規約に基づき、これを行う 。」

(新19条対比)参照)*350 党の役割としては、 ① 会社における重

*33 輩事または経理I! の ~守定の行為の是正を求めるには、監事会から当該業務執行

者に対してー是正を求め、なおその行為が止まないときは、株主総会の招集請求

権 (1993年会社法126条l項4号 ・104条5号)を行使して株主総会において当

該行為の是正を図るか、I1f事会が開催されたとき院事が出席して意見を陳述し

是正させるしかなかった。白図柄1，中国会社法上のlr査制度」 判タ857号63頁

(1994)。
*34党委員会は会社法の規定する機関ではない。中国の株式会社における企業統治

の特徴の一つは、そのなかに固有企業に適用されてきたいわゆる旧三会(党委

員会、 従業員代表大会、労働組合)を継承し、法体系としては一応分離してい

る固有企業の統治制度と株式会社の統治制度を接合していることである。これ

により 、これら諸機関の関係は、事実上混乱している。許海珠 r"l"国国有企業
改革の戦略的転換J151-153頁(晃洋書房 ・1999)、川井{II'ー 『中国上場企
業一一内部者支配のカソtナンスJ219、243、244頁(創土社 ・2003)。
*35 党の役割に関する方針の具体化策については、党中央組織部「株式制企業に

おける党活動の強化に|刻する幾つかの意見 (，中共中央組奴部美子1JIl強股{分fl，1j

企此中党的工作的凡点意見J)J (1994年4月23日公布)、同，r現代的企業制度j
実験企業100社における党活動の強化と改善に関する意見(試行) (，中共中央

姐奴音[1 美子在現代企~制度百家t式点企~.~中加 5虫干日改造党的工作的意見 (i式

行)J) J (1996年4月20日公布)、同 「固有企業の党建設をさらに強化し改善す
る活動に関する通知] (，中共中央美子逃一歩加強和改逃固有企~党的建波工作

的通知J)J (1997年l月241:1公布)、「医|有企業の改革と発展の若干の重大11l'Jノ

(百日1去18) 50-4. 444 (2274) 
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要問題の決定に対する党組織の関与、②会社役職者の人事に対

する党の統制キ36 (輩事 ・監査役 ・経理に関する選出への関与*37

および党員幹部との兼任方針明)な どが挙げられる。

イ また、経営者(輩事 ・経理li)の人事面において、匡l家株主は、事

笑上の影響力を及ぼしていた。藍事会の構成員の人選については、

元の固有企業の工場長や経過!が査事長に就任する ことが多く、上場

会社の人事は、依然として行政主管部門や地方政府の意向を受けて

いる例があった明。 また、 1993年会社法の施行以来、企業におけ

、組に|刻する決定 (1中共中央美子国宥企此改革布l笈展若干重大lilJ題的決定J)J
(199911三9月22日決定)などがある。凹rl:'信行「中国会社法の隠れた問題点」
ジュ リ1174号64-66頁 (2000)、上原一度「国有企業改革と労働者JJ:j-'ヨ配布li半
次編ir現代"1'1医lの構造変動2経済--tI'It造改革と市場化J242-244頁 Cm京大
学出版会 ・2000)および川井11]1- rlJ' 国 |二場企業一一内部者支配のガバナン
スJ108頁(創土社 ・2003)。
*36 この点は「党が人事を管理するj京WIJJとして従来固有企業における党の指導

原~1 1j のーっとされていたものである 。 川井仰一『中国上場企業一一内部者支配

のガパナンスJ109頁(定IJ土社 ・2003)。
*37 具体的な経営陣の選出過程をみると、盗事や院事の人事案を作成するのはー

般に益事会であった(なお、選任は、株主総会の椛限である (1993年会社法

103条2、3号(新100条、 38条 l項2号対比))。輩事会は、この役職人事案を

株主総会に提案する前に党組織に拠/1¥し、党組織の務査認可を受けた。川j列井|ド-司哨判引例仰rjドl 

一 『刊1け|ド1医図|比上場企業一一内音部E者文目配日のカ

今j判井|ド必世悩低他tt白!一ほか 『企業業《の成長と金融↑市伽制1)1附)1川|リl打)皮迂 シリ一ズ1現J兎i代':1中|ドl因経j消斉4J6制4頁 (~才〆，， -古1E 7 

!屋歪大学i出iι¥n版;坂反会 .20∞06ω)も参!照1照電丸。
*38 19991]oの江沢民講話では、旧三会と新三会(株主総会、査事会および敗事

会)の調和1を保つこと、とりわけ企業内の党古記と党グループが益事、殺事長

と重なることを奨励していた。 佐々木信 î~e I中国経済/21世紀への諜題」佐々
木信彩編 r"I:J国経済の展望J15頁(-j止斜思想社・ 2000 ) 。 具体的な兼l俄 fl~' i丘に

ついては、 川j升1村|

参!照1照買(創土社 .2初O∞03ω)。会社役l職俄者と党I此;:)l幹;除玲音剖部1¥の兼任により、党組織が会社の
重要l/iH起の意思決定に関与する場合、そのな思を会社機IMJに反映させうる。|司

|時に、存主|均の考えを党組織にイ云えるための組織的保吉正を与えることとなる。川

井11]1- r'l怪l上場企業一一内部者支配のガパナンスJ110頁(創土全1:・2003)。
*39 筏泌艶「中国会社法における取締役会のコン トロール機能 (一)J法制[:51巻

1号219頁 (2004)。

(il立法 18) 50-'1. 445 (2275) 
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る共産党組織の位置付けと役割などについても見直しがなされたも

のの、党組織との関係は経営者の構成になお大きな影響を及ぼして

いた明。例えば、重点企業の経営者は党組織音1¥に属 し、 「党管幹

部J(共産党が幹部を管理する)の原則が採られるな どしていた叫l。

(2) 関連取引の弊害除去

中国では、 90%以上の上場会社が固有企業の改組により成立しており、

上場会社は先天的に行政機関又は親会社との関連性を備えることとなった

こと切、激しい市場競争(特に WTO加111l後)に対応するため固有企業

改革の一環として企業集団化が図られたこと叫3等の結果、支配会社(支

配株主)が上場子会社との聞で関連取引を行い、市場価格と異なるfi!li絡を

設定することで自らへ利援を移転させ、上場子会社の資金を l主用している

*40 中国における、企業における共産党組織の役割、企業幹部人事制度をめぐる

議論の状況については、 1ft.建新 I，，~， 医l固有企業の株式会社化一一経済体íljlj!1廷換

と企業ililJ度改革一一 (1i.Y.完)J名法188号483-485頁 (2001)。

キ41 富士通総研「ゼミナール 新時代の中国経済3U日本経済新聞 (2008年2月

15日)27而。

*42 株式会社設立の経緯 (国有企業の一部I"Jが分割lして設立された)から、関連

取引が行われるものと考えられる。?長蚤杯 r'l:l医|上市公司投ililJ枚法律問題研究
紋11自与改良J56、57頁 (法律山版社・ 2007)。国有企業の株式会社への転換・
上場にあたっては、資産分~JiIJ (分社)方式(元企業の資産を分割し、二つ以上

の法人企業に分担ーするもの。 元の企業は法人として 7ì~í滅する 。 この場合には集

団会社が国家事長代表権を政IH当局から委託され、集団会社が図家株代表として
株式会社の株王となる場合が多い。また、元の企業が持株会社に改編され、こ

れが政府当局から国家株所有代表機を授*11ーされ又は株主として税会社となる形
式もある。)、合併方式 (ある企業が別の桜数の企業を合H!:して、 一つのi株式会

社に改組されるもの。)がとられ、この".，で一般的な方式は資産分割方式であ

るとされる。111井{111-r'l'匡l上場企5ii;-内部者支配のガパナンスJ37-40J' 
(tilJ土社 ・2003)。固有企業会社化の二つの形式 (全体改組及び分離改組)につ

き、成建新「中国医i有企業の株式会社化一一経済体制!I~換と企業ílilJ度改革一一

(二)J名法185号222-224頁 (2000)及び今:Jj:他ーほか 『企業の成長と金融ilJlJ

度 シリーズ現代中国経済4J 69、70頁 (名古屋大学1:1:'，1坂会・ 2006)も参照。
キ43 佐々木信彩「中国経消/21世紀への謀姐j佐々木信彰編 『中|主l経済の展望j

13頁 CI止界思想社・ 2000)。

(飽I'I'18) 50-4. 446 (2276) 
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状態にあった叫'1。

このような弊害を除去することを主11艮として、 2005年会社法20条 1Jj{ . 

2項および21条の規定が改正の|祭に導入されたのである。

(3) 増加する少数株主保護の必要性

一方で、国家株主と利益が対立しうる立場にある株主として、一般株主

の増加が進行している。この背景には、 (1)政策的に証券資本主義の実現

が進められ固有株が放出されたこと、 (2)国家株主の経営介入を制約する

方策として、国家株比率の引き下げ、ゴI=-国有部門(保険会社や金融機関な

ど)の企業経営への参加強化が図られつつあることがある時。

他方、政府による非効率な介入を牽制すべく、会社内部者 (経営幹部 ・

従業員など)似IJが自ら積極的に外部資本(主に機関投資家と外資系企業)

の導入を模索する動きも生じている明。

しかし、このような少数派株主の増加とともに、支配株主による利議侵

害の問題が生じることとなったキ4170

*44 )11:;1:1:仰ー rrl'医|上場企業一一内部者支配のガハナンスJ150、151頁(創土
社.2003) 。 江主I~ ほか編 I最新公司法条文粋火J 108-110頁(人民法院1-1'，版

社 ・2006)、?長符編 『新公司法修訂研究JI，(告上加J413、4141'i('1'1司法制山版
社・ 2005)及び‘上#JiiiE券交易所研究rl'心 r'i'国公司{台湾[jK告 (2006)1主l有控IJ主
上市公司治政J46-'18頁参Jm(}1旦大学リ1¥版社・ 2006)。
*45 ':1:0図の動きをみると、大企業かつ上場企業で混合所有化が典型的に進展し、

上場企業の固有株を協議譲渡により非固有企業が民収するという形で、スト ッ

クの私有化の~Ji例が地力n してきている 。 今井健一「コーポレート・ガバナンス

の中図的課題J'1'兼利津次編 『現代':1:'1主lの椛造変動2経済一一構造改革と市場
化J214頁 (東京大学出版会 ・2000)。許梅lJ!， r刊l司中1:0ご:0医図l国有企業改1革l広Eのl戦i¥淡i皮主M目略臨f白似的lド内(りJパ11
J換奥J151頁 (晃;洋半 i~r].房万 19伺99ω)およひび、今j引H促他仕佐t一ほカか、 『企業の成土長走と金両副融jh!i制li附I刊リJ皮え

シリ一ス現代0:1中1:'1医国主到l!f帝経?h済斉4J 143、147、148頁 (名市原大学出版会・ 2006) も参
日目。

*46 TCLグループの例など。今井健ーほか 『企業の成長と金剛!ililJ反 シリーズ

現代中国経済4J 147、148頁(名古屋大学11'，版会 ・2006)。
*47 周剣ii'11r中 l主m~ コーポレート ・ ガパナンスの動向- r上場会社のコーポレー

ト・ガパナンスの原W1Jを中心に-[下JJ際商30巻 6号802頁 (2002)、必1也
君ミ編 『新公司法lIilJJ支i&U-I-J194、195、417頁(法律出版社・ 2006)、射手矢好ノ

(i泡法 18)50-4. '147 (2277) 
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(4)小括

中国の固有企業では、社会主義の下、国家が企業の経営を一手に担って

いた。その後固有企業改革が始まり、公有制を維持しつつ固有企業の株式

会社化がなされ、設立された株式会社の多くは資金調達を目的とし上場し

た。その結果、大多数の上場株式会社では、国家株主が支配的地位を有す

ることとなった。 しかも、その地位は、従来、固有株式の譲渡制限などの

法規制により、強く固定化されていた。固有株の放出および一般株主の増

加は (漸進的に)進行しつつあったものの、未だ国家株主が支配的地位を

維持していた。このような支配株主の存在は、法的支配力を背景とした少

数派株主の権利侵害の危険性を生じさせる。

加えて、中国における公有制原則の下、国家株主が会社経営に対する事

実上の支配権を行使していることは、少数派株主の権利侵害の危険性を増

加させる。すなわち、固有企業を由来とする株式会社では、国家株主が経

営者の(事実上または法令に基づく)派遣および支配的株主たる地位を通

じ、人事権という究極の支配維を行使している 。 このことは、 ~11 占的な会

社運営、および、短期的な政治的利益の追求などの国家株主による非効率

な行政介入をなす危険を生じさせる明。ここにおいて、事実上の影響力

、sltほか編 『改正中国会社法・r，iEY:手法J5、6頁(商事法務 ・2006)、上海i正券
交易所研究中心 『中国公司治理扱告 (2006)国有控股上市公司治型J75頁以F
( 笈旦大学出版社・ 2006) お よび旅歪杯 r "IJ図上市公司控1111J校法律向I~研究紋

陥与改良J38、39、47、48頁(法律出版社・ 2007)38、39、47、48真。願功萩
編 『最新公司法解協J20頁(北京大学出版社・ 2006)も参照。
*48 なお、国家資本のプレゼンスの高さそれ自体は“社会主義"市場経済体f!iIJに

固有の現象ではなく、中国の特徴として重要なのは、医l有株主としての権限を

与えられた母体国有企業と政府当局との関係にある、との評価もある。今井健

ーほか I企業の成長と金融制度 シリーズ現代中国経済4J 81、82頁(名古屋
大学出版会 2006) 0 JillJ wlJl泡 11:1"1主I~ コーポレート ・ ガパナンスの動 |古J - r上
場会社のコーポレート・ガパナンスの原目IJJを中心に-[上]J 1祭筒30巻5号
656頁 (2002)も参照。許海珠 rrl"1盟国有企業改革の戦略的転換J148頁(晃洋
書房 ・1999)記載の図家経済貿易委員会主任の発言も参照。

(飽法 18)50-4. 448 (2278) 
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を通じた少数派株主の権利が侵害される可能性がさらに噌加する。

さらに、企業集団化の推進は、資本的結合及び人的結合の強化を招き、

従属会社の少数派株主の権利が侵害される危険性を増加させることとなっ

た。すなわち、支配会社は、その資本的・人的支配力を背景として企業集

団全体の利主主最大化を 目標に従属会社を指図する結果、従属会社の利益が

損なわれる可能性が一般に高い。政治的意図の影響のもと、より強固な人

的結合関係をも生じれば、この危険性はより増加する明。このことは、

従属会社の株主の利益 (特に少数派株主の利益)を保護すべく、その支配

会社(支配株主)に対する規制を要請することとなる。

このような問題点を解決すべく、 2005年会社法20条lJJi. 2項はいわゆ

る支配株主の誠実義務を定め、また、 21条は企業集団での問題に対応すべ

く規定されたものと考えられる切。

2 中国の状況および理論上の背景

(1) 社会主義観

中国では、社会主義観に基づき実質的妥当性の問題への干渉を許しやす

い土擦がある。実質的妥当性自体、概念的なものであり、社会主義的価値

をその中に反映しやすい。

*49 l_工頭慾治虫11I会社の支配・ 従属|刻係と従属会社少数株主の保護ー一一アメ リカ
法を1:1"心として(ー)J法協96巻12号42、43頁 (1979)、浜田道代 「持株会社と

株主の地位」資本市場法制研究会編 『持株会社の法的諸問題j49頁(資本市場

研究会 ・1995)、江頭憲治自11Wi合企業法の立法と解釈J6 -10頁(有斐閣-
1995)及び高橋英治 『ドイ ツと日本における株式会制法の沿革J54頁(商事法
務 ・2007)などを参照。

*50 甘;庶忠 『企~与公司法学J 246-248頁(北京大学出版社・ 第5版 ・2007)。

越1也*編 『新公司法制度没汁J194-196、202、421、422頁(法律出版社 ・
2006)および江平ほか編 『最新公司法条文科5(J106賞以下(人民法院出版
社 ・2006)も参照。なお、 101"国の2005年会社法に|刻する各種文献では、 20条に

ついては法人絡否認の法王[!にのみ触れるものが多く、 同条1項 .2項の内容に

触れるものは少ない。

(fi'd法 18)50-4. 449 (2279) 
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誠実義務の問題に照らせば、 他の学問(例えば経済学、社会学または経営

学)的視点からの考察も入り込む余地が与えられ町、主張されたH寺点の社

会的 ・経済的 ・政治的影響が多かれ少なかれ反映する。しかも、「誠実」 と

いうきわめて価値概念的な言葉の性質上、「誠実義務」の概念規定はイデオ

ロギーとして使用しうる。誠実義務のこのような特質は、先に述べた中国の

現状に照らし、誠実義務導入につながる一要因となったものと考えられる。

(2) 多数決原則への信頼が醸成されていなかったこと

多数決原則への信頼は、資本的貢献度における株主の等質性を前提に、

出資額に応じて議決権を与えるのが公平で、あることに基づいている。

しかし、そもそも中国の株式会社は、匡l家株主の存在を前提として成り

立ったものである。一般株主は政策的に拡大させられてきたものであって、

株主の利益層の等質性を想定できる状況にはなかった。

したがって、株主の利益層の等質性を前提とする、公正な利主主調整プロ

セスとしての多数決原則への信頼はそもそも醸成され難かったものと考え

られる。

(3)株式の非流通性を背景とする株主問の法律関係の擬制

中国の大規模上場会社における株式の流通性は低いものであった。中国

のと場株式は、大きく非流通株(公有制の性格を持つ国家株および法人

株切)と流通株とに分割されるとともに、非流通株の譲渡については、

厳 しい制限がイせされた*530 これは、公有制原則維持のため、 ① 所持主体

*51 fJlJえば、 ドイツにおける Netter、Dorpalen、さらには Fechnerの誠笑義務

論などはその典型である。

*52 200UIご末までの統計によれば、非流通株はそのほとんど (95%前後またはそ

れ以上)が医i家株と法人株で構成されている。非流通株の比率は依然として発

行済株式総数の 3分の 2程度を占めている。なお、公有制を前提とした計画経

済から市場経済への移行過程において株式市場もまだ形成過程の段階にあり、

統一的な株式市場の確立の目標からはまだ大きな距離があるとされる。川井伸

一 f中国上場企業一一内部者支配のガパナンスJ48-51頁(創土社 .2003)。
キ53 協議談波はあり うるが、政府の認可が必要とされた。今井健ーほか f企業ノ

(自包法 '18) 50-4. 450 (2280) 
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による株式および市場の区別を設け、 ② 売買を統制、 禁止した ものであ

る(固有株の流通制限によ る支配構成の固定)矧情。

このような株式の低流通性により、 株主聞の法律関係を擬制する ことが

可能であったと考えられる。

(4) 社団理論の明確な認識の不存在

中国では、日本におけるように社団と組合の峻別が強く意識されておら

ず、この点についての理論的問題点をク リアする困難性が感じられなかっ

たことも挙げられる。このことは、 "1:1匡|の各種文献の会社法20条 1項 ・2

項に閲する記述をみてもこの点にWlJする論及はみられないことや、先に述

べた輩事会が株主総会に対して責任を負う (2005年会社法109条 4項、47

条)との規定からうかがわれる(本来、会11の法人性を前提にすれば、機

関が責任を負う対象は会社であるはずである)。

、の成長と金融制度 シリーズ現代 I~I' 国経済 4J 71、72頁(名古屋大学出版会 -
2006) および張歪杯 i' q~1 医|上市公IT)控制叔法律 l司題研究紋陥与改良J 31、32

頁(法律1'1:¥版社 ・2007)。

*54 なお、その後、証券航行管組!委員会は、積秘的に非流通株と流通株の分割状

況を是正しようとしている (1分担改革 (1分世改革J)J、「上場会社の株式分世
改革笑験に関する問題点の通知 (1美子上市公司股枝分ill改革減点有美l司題的
通知IJ)J (2005年4月29日公布)参!!の。原田正信「中国における株式会社の公
有ilil)経済要素による支配」産法29巻2号152-154頁(1995)、成主II新「中国の
企業制度改革に関する一考察一一|主!有資産の授線経営及び図有企業の集団化に

おける持株会社の動向(二)J名法168号248、250頁以下 (1997)、み ・商H/Ili主

(127) 74頁、川:)1イlド- r rl ' 医|上場企~--内部者支配のガパナンスJ 48-50頁

(定1)土社 ・2003)および‘上海i正券交易所研究中心 rl:I:11主l公司j合理!搬告 (2006)

国有役JJ主上市公司IEiJllU1 頁(u且大学出版社 .2006)。
*55 上海 ~jE券交易所研究 1:1:1 心 『中 l主l公司 i治政被告 (2006) 1主|有控目立上rIi公司治

連U110- 112頁(~旦大学出版社・ 2006) および張釜杯 『中 l主l上市公司控flil)校

法律l司題研究紋I(j白与改良J36-38::W (法律出版社 ・2007)。

(jJai土 守18)50-4. 451 (2281) 
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第4 結び

1 中国の立法政策を分析する視点

以上のとおり、株式会社fljlJ度の根幹に関わる理論的問題をはらんでいる

にもかかわらず株主の誠実義務が法定されたのは、中国特有の社会的背

景・政策による部分が大きい。このことから分かるように、中国である立

法がされた場合、それまでの法律的議論のみならず政治的・社会的にいか

なる必要性が存したのか(特に政治的要素)という視点をより重視して分

析する必要がある。

2 株主の誠実義務について

株主の誠実義務の適用範囲が拡大あるいは限定されていくかは、これま

でみてきた立法背景を構成する事実が変数として作用すると思われる。中

国は、外国資本の導入による1:1"国経済の発展を志向しつつ、共産党の統治

による社会的安定とのバランスを図っていかなければならない。

資本主義諸国との貿易を抜きにしては中国経済の更なる発展は困難で、あり、

一般株主および外国人株主の更なる増加、株式流通性の拡大の傾向はこれか

らも続くであろう。このように一般株主および外国人投資家が株主として増

加していった場合、株主の非等質性は解消されていくことになり、資本多数

決原則による利益調整を図る土壊が形成され、株主に誠笑義務を課する必要

性は低下する。一方で、 一般株主および外国人投資家の増加は、株式会社に

おいて国家の支配的地位を弱め、経済面で・の国家統制が困難になる事態を招

くことになる。社会的安定を維持するためには、大規模上場会社における支

配権を維持し、政策的意図を反映させていく必要が生じるのである。

このような観点から、株主の誠実義務は限定解釈されていくであろうと

筆者は考えている。

以上

(官u法 18)50-4. 452 (2282) 


